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証券コード　7494

平成29年12月１日

株 主 各 位
神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２

株 式 会 社 コ ナ カ

取 締 役 社 長 湖 中 謙 介

第44期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第44期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年12月18日（月曜日）

午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
１．日　　　時 平成29年12月19日（火曜日）午前10時

２．場　　　所 神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２

当社本店　５階　会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項

１．第44期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）連結計算書類

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第44期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）事業報告、計

算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

以　上

－ 1 －

株主各位
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◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。

◎　本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類

の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当

社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.konaka.co.jp）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集

ご通知提供書面には記載いたしておりません。

従いまして、本定時株主総会招集ご通知提供書面は、監査役が監査報告を、

会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び

計算書類の一部であります。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ

た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.konaka.co.jp）

に掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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（提供書面）

事 業 報 告

(平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や輸出の

持ち直しを背景に、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、個
人消費に関しては、可処分所得の伸び悩みや若年層を中心に消費性向の低
下が持続し、消費トレンドは依然として力強さを欠き節約志向が根強く残
る状態が継続しました。
このような経営環境の下、主力となるファッション事業においては、冬

物衣料実売期の気温上昇・春物立上り期の気温低下、夏は長雨による低温
と気候の影響を大きく受けた厳しい状況でしたが、「紳士服コナカ」「紳
士服フタタ」では、高品質なニュージーランドウールを使用した“REAL 
COLLECTION”シリーズの商品構成を拡大し、大変ご好評をいただきヒット
商品となりました。「SUIT SELECT」では、新商品“テーパードスーツ”が
好調なスタートを記録しスーツ部門は堅調に推移いたしました。また、カ
スタムオーダースーツでの新業態「DIFFERENCE」の展開を当連結会計年度
よりスタートし、マーケットの新たなニーズにいち早く対応いたしました。
この結果、売上高は662億15百万円(前期比2.1％減）となりました。
レストラン事業につきましては、「かつや」「からやま」を主力とした

展開に変わり、売上高は16億13百万円(前期比16.2％減）となりました。
教育事業につきましては、「Kids Duo」2校に加えて、大型施設で約400

名のお子様をお預かりする「Kids Duo International」を、この春開園し、
売上高は3億1百万円となりました。
グループの店舗数につきましては、SUIT SELECTを31店舗、紳士服コナカ

を2店舗、カスタムオーダーのDIFFERENCEを14店舗、シューズ＆バッグの
FIT HOUSEを2店舗、フランチャイズではレストランのかつやを1店舗、から
やまを1店舗、英語教育のKids Duo Internationalを1校、リユース＆リサ
イクルではDonDonDown on Wednesdayを2店舗、合計54店舗を新規に出店い
たしました。一方、期間満了や移転等により20店舗退店し558店舗になりま
した。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は681億30百万円（前期比2.2％減）、

営業利益は17億34百万円（前期比22.8％減）、経常利益は24億48百万円（前
期比32.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は9億10百万円（前期は
親会社株主に帰属する当期純損失39百万円）となりました。

－ 3 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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事業別の売上状況は次のとおりであります。

商 品 別 金 額 構 成 比

百万円 ％

重 衣 料 25,149 36.9

中 衣 料 5,776 8.5

軽 衣 料 12,956 19.0

服 飾 雑 貨 等 21,267 31.2

補 正 代 等 1,065 1.6

フ ァ ッ シ ョ ン 事 業 計 66,215 97.2

レ ス ト ラ ン 事 業 計 1,613 2.4

教 育 事 業 計 301 0.4

調 整 額 △0 △0.0

合 計 68,130 100.0

（注）１．重衣料は、スーツ・フォーマル・イージーオーダー・コート

２．中衣料は、ジャケット・ボトムス・アウター

３．軽衣料は、カジュアル・ワイシャツ・ネクタイ・アンダーウェア

４．服飾雑貨等は、シューズ・バッグ・アクセサリー

②　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は、敷金及び保証金、建設協力

金並びにソフトウェアを含め30億64百万円であります。

その主たるものは、新規出店及び既存店舗の改装に係るものであり、そ

の資金は自己資金で賄いました。

③　資金調達の状況

当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として金融機関より長期

借入金として25億円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

－ 4 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第　41　期

（平成26年９月期）
第　42　期

（平成27年９月期）
第　43　期

（平成28年９月期）

第44期
当連結会計年度

（平成29年９月期）

売 上 高 （百万円） 68,332 69,130 69,633 68,130

親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 1,729 1,277 △39 910

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 59.38 43.88 △1.36 31.28

総 資 産 （百万円） 73,405 75,921 75,099 74,832

純 資 産 （百万円） 46,808 48,300 47,391 48,729

１株当たり純資産額 (円) 1,581.10 1,628.67 1,597.35 1,641.91

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ フ タ タ 88百万円 100.0％

ファッション事業
㈱フィットハウス 2,683百万円 91.2％

㈱ ア イ ス テ ッ チ 10百万円 100.0％

KONAKA(THAILAND)CO.,LTD. 351百万ﾊﾞｰﾂ 100.0％

コナカエンタープライズ㈱ 95百万円 100.0％ レストラン事業及び教育事業

③　特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

－ 5 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、依然消費動向が不安定な難しい状況下です
が、「すべては品質から」のコンセプトの下、適切な価格と品質のバランス
に拘り、SPA生産の更なる推進によるコナカグループならではの新商品の開
発、テーパードスーツの積極展開によるSUIT SELECTブランドの進化、スマホ
アプリでも注文できる新発想のオーダースーツ業態DIFFERENCEの積極出店な
どを柱に業績の改善に全力で取り組んでまいります。
当社を取り巻く経営環境は、スーツ市場の中長期的縮小やインターネット

を活用した急成長業態との競合など厳しい環境の変化が予想されますが、コ
ナカグループとしてはお客様の一層多様化・高度化するニーズを常に先取り
し、その分野も積極的に取り込むことで変化に対応し、企業価値を高めてま
いります。

(5) 主要な事業内容（平成29年９月30日現在）

当社グループは、当社、連結子会社5社及び非連結子会社2社により構成さ

れ、ファッション事業、レストラン事業及び教育事業を主な内容として事業

活動を展開しております。

(6) 主要な営業所及び店舗（平成29年９月30日現在）

①　当　　　社

本　　　店　　神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２
店　　　舗　　388店舗（38都道府県）
北 海 道 5店舗 青 森 県 6店舗 岩 手 県 14店舗

宮 城 県 16店舗 秋 田 県 3店舗 山 形 県 5店舗

福 島 県 14店舗 茨 城 県 19店舗 栃 木 県 11店舗

群 馬 県 6店舗 埼 玉 県 31店舗 千 葉 県 31店舗

東 京 都 84店舗 神奈川県 54店舗 新 潟 県 3店舗

富 山 県 2店舗 石 川 県 1店舗 福 井 県 2店舗

山 梨 県 1店舗 長 野 県 2店舗 岐 阜 県 1店舗

静 岡 県 11店舗 愛 知 県 15店舗 三 重 県 1店舗

滋 賀 県 2店舗 京 都 府 4店舗 大 阪 府 15店舗

兵 庫 県 7店舗 奈 良 県 2店舗 和歌山県 1店舗

鳥 取 県 1店舗 島 根 県 2店舗 岡 山 県 2店舗

広 島 県 9店舗 徳 島 県 1店舗 香 川 県 2店舗

愛 媛 県 1店舗 高 知 県 1店舗

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び店舗
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②　子　会　社

(a) ㈱フタタ

本　　　店　　福岡県福岡市中央区天神３丁目１番１号

店　　　舗　　87店舗（9県）

山 口 県 5店舗 福 岡 県 34店舗 佐 賀 県 6店舗

長 崎 県 9店舗 熊 本 県 7店舗 大 分 県 12店舗

宮 崎 県 5店舗 鹿児島県 8店舗 沖 縄 県 1店舗

(b) ㈱フィットハウス

本　　　社　　岐阜県可児市坂戸111番地

店　　　舗　　30店舗（11都府県）

茨 城 県 1店舗 埼 玉 県 1店舗 千 葉 県 1店舗

東 京 都 1店舗 石 川 県 1店舗 岐 阜 県 7店舗

静 岡 県 3店舗 愛 知 県 10店舗 三 重 県 1店舗

大 阪 府 3店舗 兵 庫 県 1店舗

(c) コナカエンタープライズ㈱

本　　　社　　神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２

店　　　舗　　26店舗（7都県）

宮 城 県 6店舗 福 島 県 1店舗 茨 城 県 1店舗

埼 玉 県 4店舗 千 葉 県 7店舗 東 京 都 2店舗

神奈川県 5店舗

(d) ㈱アイステッチ

本　　　社　　神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２

店　　　舗　　18店舗（7都県）

青 森 県 1店舗 岩 手 県 1店舗 群 馬 県 1店舗

埼 玉 県 3店舗 千 葉 県 4店舗 東 京 都 3店舗

神奈川県 5店舗

(e) KONAKA(THAILAND)CO.,LTD.

本　　　社　　タイ王国バンコク都

店　　　舗　　タイ王国　9店舗

－ 7 －

主要な営業所及び店舗
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(7) 使用人の状況（平成29年９月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

フ ァ ッ シ ョ ン 事 業 1,684（1,403）名 42名減（112名増）

レ ス ト ラ ン 事 業 20（  164）名 3名増（ 49名減）

教 育 事 業 48（    9）名 39名増（  6名増）

全 社 （ 共 通 ） 171（   23）名 3名減（  1名増）

計 1,923（1,599）名 3名減（ 70名増）

（注）１．使用人数は、就業員数であり、契約社員及びパートタイマー（１名当たり１日８時間

換算）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人は、特定のセグメントに区分できない管理

部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 847名 9名増 38.6歳 16.2年

女 性 173名 2名増 27.8歳 5.2年

計 1,020名 11名増 36.8歳 14.3年

（注）使用人数には、社外への出向者（4名）、契約社員（309名）及びパートタイマー（期中平

均雇用人員693名・１名当たり１日８時間換算）は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ 三 井 住 友 銀 行 6,562百万円

㈱ り そ な 銀 行 2,121

㈱ み ず ほ 銀 行 1,637

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,440

㈱ 横 浜 銀 行 1,367

㈱ 十 六 銀 行 510

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 335

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 200

（注）上記、借入金のうち連結子会社㈱フィットハウスの借入金6,460百万円には、財務制限条項

が付されております。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年９月30日現在）

① 発行可能株式総数 60,000,000株

② 発行済株式の総数 31,146,685株

③ 株主数 13,711名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

湖 中 謙 介 1,749 6.01

コ ナ カ 従 業 員 持 株 会 1,571 5.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,110 3.81

有 限 会 社 ワ イ ア ン ド イ ー 1,086 3.73

湖 中 博 達 904 3.10

甲 陽 ハ ウ ジ ン グ 有 限 会 社 798 2.74

昭 和 住 宅 株 式 会 社 783 2.69

二 田 孝 文 772 2.65

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 754 2.59

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 740 2.54

（注）１．当社は、自己株式を2,028千株保有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

２．持株比率は自己株式（2,028千株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成29年９月30日現在）

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

－ 9 －
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成29年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 湖 中 謙 介

コナカエンタープライズ㈱代表取締役会長
㈱ フ タ タ 取 締 役
㈱ フ ィ ッ ト ハ ウ ス 取 締 役 会 長
㈱ ア イ ス テ ッ チ 取 締 役
KONAKA(THAILAND)CO.,LTD. Representative Director President

専 務 取 締 役 沼 田 　 孝 管 理 本 部 長

専 務 取 締 役 二 田 孝 文
経 営 企 画 室 長
㈱ フ タ タ 代 表 取 締 役 会 長
㈱ ア イ ス テ ッ チ 代 表 取 締 役 社 長

専 務 取 締 役 山 﨑 　 薫 営 業 本 部 長

常 務 取 締 役 鈴 木 茂 樹 スーツセレクト事業本部長兼ディファレンス事業部長

取 締 役 増 田 誠 次

取 締 役 大 谷 佳 子 ㈱ オ フ ィ ス 大 谷 代 表 取 締 役

常 勤 監 査 役 湖 中 博 達

監 査 役 髙 山 秀 

監 査 役 森 田 洋 一

（注）１．取締役増田誠次氏及び大谷佳子氏は、社外取締役であります。

２．監査役髙山秀氏及び森田洋一氏は、社外監査役であります。

３．監査役髙山秀氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

４．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①　常務取締役鈴木茂樹氏は、スーツセレクト事業本部長兼O・S・V事業部長からスーツ

セレクト事業本部長兼ディファレンス事業部長に就任いたしました。

②　平成28年12月20日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって、監査役増田誠次氏

は任期満了により退任いたしました。

③　平成28年12月20日開催の第43期定時株主総会において、増田誠次氏及び大谷佳子氏

は新たに取締役に、森田洋一氏は新たに監査役に選任され就任いたしました。

５．当社は、増田誠次氏、大谷佳子氏、髙山秀氏及び森田洋一氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名

（2名）

138百万円

（6百万円）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名

（3名）

20百万円

（7百万円）

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

11名

（5名）

159百万円

（14百万円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．平成18年12月15日開催の第33期定時株主総会において取締役の報酬限度額は、年額350

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は、年額35

百万円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員賞与引当金の繰入額5百万円（取締役1名に対して5百万円）

③ 社外役員に関する事項

(a) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役大谷佳子氏は、㈱オフィス大谷の代表取締役を兼任しておりま

す。

なお、当社と同社との間には特別の関係はありません。

・監査役髙山秀氏は、㈱ピーシーデポコーポレーションの社外取締役

でありましたが、平成29年６月28日付けで任期満了により退任いたし

ました。

なお、当社と同社との間には特別な関係はありません。

－ 11 －

会社役員の状況



2017/11/20 16:01:06 / 17327295_株式会社コナカ_招集通知

(b) 事業年度中における主な活動状況

氏 名 活 動 状 況

取  締  役 　 増 田 　 誠 次

取締役又は監査役として当事業年度開催の取締役会22回のう
ち21回に、また、監査役退任までの当事業年度開催の監査役
会7回のうち全てに出席しております。行政機関における豊
富な経験と高い見識から取締役会の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための助言・提言を行っております。

取  締  役 　 大 谷 　 佳 子

平成28年12月20日就任以降、当事業年度開催の取締役会16回
のうち13回に出席しております。他社での豊富な企業経営経
験と高い見識から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

監  査  役 　 髙 山 　 秀

当事業年度開催の取締役会22回のうち21回に、また、当事業
年度開催の監査役会17回のうち全てに出席し、公認会計士と
しての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、当社の経理システム並びに内
部監査について適宜、必要な発言を行っております。

監  査  役 　 森 田 　 洋 一

平成28年12月20日就任以降、当事業年度開催の取締役会16回
のうち全てに、また、当事業年度開催の監査役会10回のうち
全てに出席し、行政機関における豊富な経験と高い見識から
必要に応じて適宜、必要な発言を行っております。

（注）増田誠次氏は、平成28年12月20日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって監査役を退

任し、取締役に就任しております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

(a) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 40百万円

(b) 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

52百万円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の額を区分しておりませんので、(a)の金額には金融商品取引法に基づく監査

の報酬等を含めております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、KONAKA(THAILAND)CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の

監査法人による監査を受けております。
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③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報告いたし

ます。

④　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

(a) 金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要

新日本有限責任監査法人

(b) 処分内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止　３ヶ月

（平成28年１月１日から３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）

(c) 処分理由

・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽の

ある財務書類を重大な虚偽のないものと証明した

・監査法人の運営が著しく不当と認められた

－ 13 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

(a) 内部統制システムの一環として社長直轄の監査室を設置しており、業

務活動の全般に関し、方針・計画・手続きの妥当性や業務執行の有効

性等について内部監査を実施しており、業務改善に向け具体的な助

言・勧告を行う

(b) 経営の透明性とコンプライアンス経営及び法令遵守の観点から法律顧

問契約を締結している弁護士と日常の法律問題に関する情報を交換し、

これに対する意見を聴取しつつ日常発生する法律問題全般に関して助

言と指導を適時受けられる体制を設けるものとし、取締役及び使用人

の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制をとって

いる

(c) 法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告

体制の一環として内部通報制度を整備し運用を行う

(d) 会社規則の制定及び運用状況の検証を行う

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他職務の執行に係る重要

情報を文書保存規程に従い適切に保存・管理する

(b) 情報の不正使用及び漏洩の防止を徹底すべく、主としてシステム面か

ら、効果的な情報セキュリティ施策を推進する

(c) 個人情報の管理については、法令はもとより、ガイドライン等を遵守

するとともに、社内研修・モラル教育の実施及び管理意識の醸成と浸

透に努めるほか、情報漏洩、不正アクセス等の防止のため、アクセス

可能者の制限・パスワード管理及び指紋認証による入室管理等をはじ

めとするセキュリティ体制を確立する

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) リスク管理については、リスク管理規程、災害対策規程、危機管理マ

ニュアルを定めるとともに、各部門は、それぞれの部門に関するリス

クの管理を行い、必要に応じ研修、マニュアルの作成・配布等を行う

(b) 新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は速やかに対応責任者とな

る取締役を定める
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 定例の取締役会を毎月開催し、会社法規定事項及び経営の重要事項に

ついて審議及び決定を行う

(b) 業務執行体制としては執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督

の機能と、業務執行の機能を明確に分離する

(c) 「迅速かつ的確な経営及び執行判断」を補完する機関として、常勤取

締役及び執行役員を構成員とする経営会議を月１回定例開催し、特に

必要ある場合は随時開催して、関係会社を含めた経営課題の検討や報

告をする

(d) 業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び各

年度予算を策定し、全社的な目標を設定する

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(a) 「経理部」にて子会社及び関連会社の経営及び業績を管理するととも

に、業務の内容面についても適正を確保する体制をとる

(b) 中期経営計画、年度予算制度に基づき、グループ全体及び各関係会社

の予算・業績管理を実施する

(c) グループ全体に影響を及ぼす重要な事項については、当社担当取締役

と子会社経営陣とが随時情報を交換し、必要に応じて会議を開催して

多面的な検討を得て慎重に決定する仕組みを設ける

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項

コンプライアンス室が監査役の職務を補助する。なお、補助する職務の

内容により、専任の使用人が必要となった場合には、取締役と監査役が意

見交換をする

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す

る監査役の指示の実効性の確保に関する事項

(a) 監査役は、補助者の人事異動について人事担当取締役から事前に報告

を受け、必要な場合は理由を付して変更を申し入れることができる体

制をとる

(b) 監査役補助者の賃金、その他の報酬についても監査役の同意を得た上、

取締役会で決定する
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(c) 監査役より監査に必要な命令を受けた使用人は、業務の遂行に当たっ

て、当該監査役の指揮命令のみに従い、取締役及び執行役員等の指揮

命令を受けないものとする

⑧　当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監

査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請

に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととしており、報告・情報提供

の主なものは、次のとおりとする

(a) 当社及びグループ全体に影響を及ぼす重要事項に関する決定

(b) 当社及びグループ会社の業績状況

(c) 経営会議で審議・報告された案件

(d) 監査室が実施した内部監査の結果

(e) 品質の欠陥に関する事項（製品の瑕疵、異物混入、その他）

(f) その他、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき

⑨　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

内部通報制度の定めに基づき通報したことを理由として不利な取扱いを

行うことを禁止し、その旨を規程に明記するとともに取締役及び使用人へ

周知徹底する

⑩　当社の監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

当社の監査役の職務の執行に際し、監査役の円滑な監査活動を行うため

の体制を保証するものとし、監査業務に係る諸費用については、監査の実

効性を担保すべく当社の負担とする

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 監査室は、内部監査活動の状況と結果、他の部署からの報告受領事項、

その他の職務の状況を常勤監査役に対して遅滞なく報告する

(b) 代表取締役と常勤監査役にて、月１回程度意見交換を行う

(c) 監査役会は、会計監査人より監査計画を事前に受領し、定期的に監査

実施報告を受領するほか、必要に応じて監査実施状況の聴取を行う
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⑫　反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

健全な社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、公共の信頼

を維持し、業務の適切性・健全性を維持するために、反社会的勢力への対

応を所轄する部署を総務部と定め、毅然とした態度で反社会的勢力との関

係を遮断・排除することとする。また、あらゆる暴力を排除し企業防衛を

図ることを目的として「神奈川県企業防衛対策協議会」に加盟し情報収集

に努めるとともに、事案の発生時には関係行政機関や弁護士等と密接に連

携し、迅速且つ組織的に対処できる体制を構築する

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、「財務報告に係る内部統制の基本的計画及び方針」を継続的に取

組むべき基本方針と捉え、適宜、内容の見直しを図るとともに当社及び子会

社への周知徹底を行っております。

また、当社及び子会社の内部統制責任者は、四半期毎に内部統制の進捗状

況をコンプライアンス室に報告し、問題点を把握した場合若しくは疑義があ

る場合は監査役会に報告するとともに協議を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年９月30日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

[33,954]

8,429

1,797

21,516

400

427

1,383

[40,878]

(24,758)

10,488

147

1,470

12,443

197

12

(426)

2

63

360

(15,693)

4,083

1,346

9,182

320

817

△56

流 動 負 債 [13,275]

支払手形及び買掛金 1,697

電 子 記 録 債 務 2,667

短 期 借 入 金 3,439

１年内返済予定の長期借入金 1,943

未 払 金 247

未 払 費 用 1,685

未 払 法 人 税 等 461

未 払 消 費 税 等 198

賞 与 引 当 金 411

役 員 賞 与 引 当 金 5

そ の 他 516

固 定 負 債 [12,826]

長 期 借 入 金 8,790

長 期 未 払 金 57

繰 延 税 金 負 債 747

退職給付に係る負債 633

役員退職慰労引当金 155

ポ イ ン ト 引 当 金 1,466

長 期 預 り 保 証 金 448

そ の 他 529

負 債 合 計 26,102

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [45,770]

資 本 金 5,305

資 本 剰 余 金 14,745

利 益 剰 余 金 29,060

自 己 株 式 △3,341

その他の包括利益累計額 [2,039]

その他有価証券評価差額金 1,824

為替換算調整勘定 64

退職給付に係る調整累計額 149

非支配株主持分 [920]

純 資 産 合 計 48,729

資 産 合 計 74,832 負 債 純 資 産 合 計 74,832

－ 18 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 68,130

売 上 原 価 30,749

売 上 総 利 益 37,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 35,647

営 業 利 益 1,734

営 業 外 収 益

受 取 利 息 30

受 取 配 当 金 60

不 動 産 賃 貸 料 495

為 替 差 益 170

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 142

そ の 他 123 1,023

営 業 外 費 用

支 払 利 息 79

不 動 産 賃 貸 費 用 184

そ の 他 44 309

経 常 利 益 2,448

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3 3

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 28

減 損 損 失 1,055

災 害 に よ る 損 失 3

店 舗 閉 鎖 損 失 177 1,265

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,185

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 405

法 人 税 等 調 整 額 △172

当 期 純 利 益 951

非支配株主に帰属する当期純利益 41

親会社株主に帰属する当期純利益 910

－ 19 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年10月１日期首残高 5,305 14,745 28,732 △3,341 45,442

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △582 △582

親会社株主に帰属する当期純利益 910 910

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計 － － 328 △0 327

平成29年９月30日期末残高 5,305 14,745 29,060 △3,341 45,770

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

平成28年10月１日期首残高 1,190 24 △144 1,070 878 47,391

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △582

親会社株主に帰属する当期純利益 － 910

自 己 株 式 の 取 得 － △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

633 39 294 968 42 1,010

連結会計年度中の変動額合計 633 39 294 968 42 1,338

平成29年９月30日期末残高 1,824 64 149 2,039 920 48,729

－ 20 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表

（平成29年９月30日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

[18,538]

2,443

1,133

13,452

365

77

413

192

106

353

[39,121]

(10,953)

4,276

123

116

0

1,031

5,399

6

(290)

47

190

44

7

(27,877)

3,017

15,854

1,817

198

5,984

1,173

200

△270
△99

流 動 負 債 [13,463]
支 払 手 形 225

電 子 記 録 債 務 2,320

買 掛 金 1,065

短 期 借 入 金 3,100

関係会社短期借入金 3,350

１年内返済予定の長期借入金 1,183

未 払 金 94

未 払 費 用 1,187

未 払 法 人 税 等 263

預 り 金 177

賞 与 引 当 金 218

役 員 賞 与 引 当 金 5

そ の 他 272

固 定 負 債 [5,886]

長 期 借 入 金 3,090

長 期 未 払 金 47

繰 延 税 金 負 債 458

退 職 給 付 引 当 金 693

ポ イ ン ト 引 当 金 1,254

預 り 保 証 金 266
そ の 他 75

負 債 合 計 19,350

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [36,669]
資 本 金 (5,305)

資 本 剰 余 金 (14,745)

資 本 準 備 金 14,745

利 益 剰 余 金 (19,972)

利 益 準 備 金 370

その他利益剰余金 19,602

圧縮記帳積立金 278

別 途 積 立 金 9,300

繰越利益剰余金 10,024

自 己 株 式 (△3,354)

評価・換算差額等 [1,640]
その他有価証券評価差額金 (1,640)

純 資 産 合 計 38,309

資 産 合 計 57,659 負 債 純 資 産 合 計 57,659

－ 21 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 40,488

売 上 原 価 15,725

売 上 総 利 益 24,762

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,184

営 業 利 益 578

営 業 外 収 益

受 取 利 息 31

受 取 配 当 金 40

不 動 産 賃 貸 料 176

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 127

そ の 他 143 519

営 業 外 費 用

支 払 利 息 41

不 動 産 賃 貸 費 用 50

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 112

そ の 他 10 214

経 常 利 益 883

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3 3

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 28

減 損 損 失 817

店 舗 閉 鎖 損 失 103 949

税 引 前 当 期 純 損 失 63

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 158

法 人 税 等 調 整 額 △60

当 期 純 損 失 160

－ 22 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計圧縮記帳

積 立 金
別　　途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成28年10月１日期首残高 5,305 14,745 14,745 370 284 9,300 10,761 20,715 △3,354 37,412

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △582 △582 △582

圧縮記帳積立金の取崩 － △6 6 － －

当 期 純 損 失 － △160 △160 △160

自 己 株 式 の 取 得 － － △0 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ － －

事業年度中の変動額合計 － － － － △6 － △737 △743 △0 △743

平成29年９月30日期末残高 5,305 14,745 14,745 370 278 9,300 10,024 19,972 △3,354 36,669

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年10月１日期首残高 1,162 1,162 38,575

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △582

圧縮記帳積立金の取崩 － －

当 期 純 損 失 － △160

自 己 株 式 の 取 得 － △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

478 478 478

事業年度中の変動額合計 478 478 △265

平成29年９月30日期末残高 1,640 1,640 38,309

－ 23 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年11月20日

株 式 会 社  コ  ナ  カ
取　締　役　会　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 堀　越 　喜　臣 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大　屋 　誠三郎 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社コナカの平成28年10月１
日から平成29年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社コナカ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 24 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年11月20日

株 式 会 社  コ  ナ  カ
取　締　役　会　御　中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 堀　越 　喜　臣 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大　屋　 誠三郎 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コナカの平成28年
10月１日から平成29年９月30日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 25 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第44期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、監査室、コンプライアンス室その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な店舗において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子

会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。

－ 26 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

　(1）事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

　(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3）連結計算書類の監査結果

　　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月20日

株式会社コナカ　監査役会

常 勤 監 査 役 湖 中 博 達 

監　査　役（社外監査役） 髙 山 秀  

監　査　役（社外監査役） 森 田 洋 一 

以　上

－ 27 －

監査役会の監査報告



2017/11/20 16:01:06 / 17327295_株式会社コナカ_招集通知

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

第44期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

(1）配当財産の種類

　金銭といたします。

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

  当社普通株式１株につき金10円

  配当総額は291,180,960円

　なお、中間配当金として１株につき金10円をお支払しております

ので、年間配当金は１株につき金20円となります。

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

  平成29年12月20日といたしたいと存じます。

－ 28 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いするものであ

ります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

１
こ な か

湖　中　
け ん す け

謙　介
(昭和35年10月16日生)

昭和57年４月　日本テーラー株式会社入社

平成３年５月　当社と合併により、当社取締役

平成11年12月　当社常務取締役

平成15年２月　当社専務取締役

平成17年10月　当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社フタタ取締役

　株式会社フィットハウス取締役会長

　コナカエンタープライズ株式会社代表取締役会長

　株式会社アイステッチ取締役

　KONAKA(THAILAND）CO.,LTD.

　Representative Director President

1,749,517株

２
ぬ ま た

沼　田 　 　
たかし

孝
(昭和27年11月３日生)

平成13年１月　株式会社りそな銀行横浜支店長

平成15年10月　当社顧問

平成15年12月　当社常務取締役

平成17年10月　当社常務取締役管理本部長兼人事部長

平成19年10月　当社専務取締役管理本部長兼人事部長

平成25年12月　当社専務取締役管理本部長（現任）

2,620株

３
ふ た た

二　田　
た か ふ み

孝　文
(昭和31年２月７日生)

昭和53年３月　株式会社フタタ取締役（非常勤）

昭和60年１月　同社取締役

平成元年５月　同社常務取締役

平成４年４月　同社専務取締役

平成８年４月　同社代表取締役専務

平成10年４月　同社代表取締役社長

平成18年12月　当社取締役

平成19年10月　当社専務取締役経営企画室長（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社フタタ代表取締役会長

　株式会社アイステッチ代表取締役社長

772,387株

－ 29 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

４
や ま ざ き

山　﨑 　 　
かおる

薫
(昭和34年12月20日生)

昭和56年９月　株式会社新紳（現　当社）入社

平成８年９月　当社営業本部販売促進部長

平成10年５月　コナカエンタープライズ株式会社へ転

籍取締役

平成11年５月　同社常務取締役

平成15年12月　当社取締役

平成16年12月　コナカエンタープライズ株式会社専務

取締役

平成19年10月　同社代表取締役社長

平成22年10月　当社常務取締役営業本部長

平成23年12月　当社専務取締役営業本部長（現任）

43,222株

５
す ず き

鈴　木　
し げ き

茂　樹
(昭和32年２月21日生)

昭和54年４月　株式会社新紳（現　当社）入社

平成13年４月　当社商品本部商品一部長兼商品管理部

長

平成13年12月　当社取締役商品本部商品一部長兼商品

管理部長

平成15年９月　当社取締役商品本部長兼商品一部長

平成17年10月　当社取締役商品本部長

平成19年10月　当社取締役スーツセレクト事業本部長

平成22年12月　当社執行役員スーツセレクト事業本部

長

平成23年４月　当社執行役員スーツセレクト事業本部

長兼O･S･V事業部長

平成26年10月　当社常務執行役員スーツセレクト事業

本部長兼O･S･V事業部長

平成27年12月　当社常務取締役スーツセレクト事業本

部長兼O･S･V事業部長

平成28年10月　当社常務取締役スーツセレクト事業本

部長兼ディファレンス事業部長（現

任）

30,415株

６
ま す だ

増　田　
せ い じ

誠　次
(昭和16年８月４日生)

昭和37年７月　神奈川県警察採用

平成７年３月　山手警察署長

平成10年８月　小田原警察署長

平成12年３月　警察本部総務部長

平成20年10月　当社非常勤顧問

平成20年12月　当社社外監査役

平成28年５月　一般社団法人神奈川県警親会会長（現

任）

平成28年12月　当社社外取締役（現任）

10,900株

－ 30 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

７
お お た に

大　谷　
よ し こ

佳　子
(昭和32年11月26日生)

昭和62年８月　株式会社ダイエードラッグ入社

平成14年４月　株式会社リテイルネットワークス

　ストアーズ ディレクター

平成15年５月　同社取締役

平成17年５月　株式会社オリエンタルランド

　商品本部商品販売部長

平成19年２月　株式会社ユニクロ

　ユニクロ大学部長

平成20年６月　株式会社オフィス大谷

代表取締役（現任）

平成20年10月　株式会社リテイルネットワークス

　取締役

平成28年12月　当社社外取締役（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．増田誠次氏及び大谷佳子氏は、社外取締役候補者であります。

３．増田誠次氏及び大谷佳子氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

(1）増田誠次氏は行政機関における経験及び監査を通じて当社の業務内容に精通してい

ることから、その豊富な知識や経験を当社の経営の監督に活かしていただくため、

社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外役員とな

ること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、

社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

(2）大谷佳子氏は大手企業にて店舗運営及び人材開発部門の責任者として数多くの実績

を残しており、また会社経営にも精通していることから社外取締役として選任をお

願いするものであります。

４．増田誠次氏及び大谷佳子氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は両名と

も本総会終結の時をもって１年となります。

５．当社は、増田誠次氏及び大谷佳子氏を東京証券取引所の定める独立役員として届け出

ております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏を引続き独立役員とする予定

であります。

以　上

－ 31 －

取締役選任議案
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定時株主総会会場ご案内図

会場　　　　　神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地２

当社本店　５階　会議室

交通のご案内　ＪＲ横須賀線　東戸塚駅下車東口　徒歩３分

横浜銀行

バスターミナル

ＪＲ
横須賀線 戸塚横浜

東口

東戸塚駅

㈱コナカ

オーロラモール
西武百貨店

イオン
オーロラモール
アネックス

地図




